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フランクリン・テンプルトン・
オーストラリア高配当株ファンド
（毎月分配型/年2回決算型）

ファンド・レター

当資料でお伝えしたい主なポイント

平素は「フランクリン・テンプルトン・オーストラリア高配当株ファンド（毎月分配型/年2回決算型）」に格別のご高配を賜り、厚く
御礼申し上げます。 足元の投資環境や当ファンドの運用状況について、以下ご報告させて頂きます。

• 運用状況： 当ファンド*1の2025年のパフォーマンスは米国株・豪州株を上回る堅調な推移

• 経済： 内需主導の安定した経済成長が期待される豪州

• 株式： 豪州企業の利益は内需セクターと資源セクターの双方がけん引

• 豪ドル： 米国との金利差逆転の可能性と金を中心にした次世代資源の成長が追い風に

*1 年２回決算型
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年2回決算型の基準価額の推移

（2013年6月28日（設定日）～2025年12月30日）

（円） （円）（円）

毎月分配型の基準価額の推移

（2011年9月29日（設定日）～2025年12月30日）

（年/月）
※豪ドル円は、投資信託協会発表の為替レート

（年/月）
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年2回決算型の騰落率

（2025年12月末時点）

毎月分配型の騰落率（税引前分配金再投資） 

（2025年12月末時点）

3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

+8.9% +19.5% +22.8% +58.1% +335.3%

※2011年9月29日設定 ※2013年6月28日設定

3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

+8.9% +19.6% +22.9% +58.3% +162.0%

マザーファンドのポートフォリオ概況 

（2025年12月末時点）

銘柄数 46

予想平均配当利回り＊2 4.7%

＊2 2025年12月末時点における投資顧問会社（フランクリン・テンプルトン・
オーストラリア・リミテッド）の調査による全保有銘柄の予想配当利回りを加重
平均したものです。したがって、今後変動する場合があります。

年2回決算型の変動要因

（2025年12月末時点）

設定来 3ヵ月

変化幅 変化幅 変化率

変
動
要
因

株式
（キャピタル）

7,474 円 443 円 1.8%

株式（配当） 9,225 円 89 円 0.4%

為替等 2,919 円 1,721 円 7.2%

信託報酬 ▲3,421 円 ▲115 円 -0.5%

変動要因 16,197 円 2,138 円 8.9%

基準価額 10,000→26,197 24,059→26,197

※マザーファンドは、フランクリン・テンプルトン・オーストラリア高配当株マザー
ファンドです。
※年2回決算型は設定来分配金をお支払いしていません。
※上記グラフは、過去の実績を示したものであり、将来の成果を保証するも
のではありません。基準価額は１万口当たり、信託報酬控除後のものです。
信託報酬率は後述の「ファンドの費用」をご覧ください。税引前分配金再投資
基準価額は、税引前分配金を再投資したものとして計算しています。
※基準価額の変動要因合計は、四捨五入の影響により各変動要因の合計
と一致しないことがあります。



（出所）フランクリン・テンプルトン・オーストラリア・リミテッド

※マザーファンドはフランクリン・テンプルトン・オーストラリア高配当株ファンド
※S&P/ASX200指数は当ファンドのベンチマークではありません ※すべての数値
は2025年12月30日現在の加重平均値です。予想値は、各ポートフォリオ保有の
ブローカーのコンセンサス予想の加重平均を使用して計算されますが、推定値であ
るため、保証されたものではありません。また、この数値は、不正確な仮定や、既知
または未知のリスクや不確実性によっても影響を受ける可能性があります。ブロー
カーのコンセンサスデータに関して、個々の株式に含まれるブローカーの数は、ブ
ローカーによるその株式のアクティブなカバレッジによって異なります。通常、ブロー
カーの中央値が使用されます。

※フランクリン・テンプルトン・オーストラリア高配当株マザーファンド

※セクター比率は投資有価証券を対象として算出・作成しており、キャッシュ部分
は含まれておりません。

※小数点以下第2位四捨五入のため、合計が100.0％にならない場合があります。

マザーファンドと豪州株（S&P/ASX200指数）の特性比較 マザーファンドのセクター別構成比率（2025年12月末）

マザーファンドは、相対的に高い配当利回りを有する銘柄に着目しつつ、
企業のクオリティやバリュエーションなどの観点をふまえてポートフォリオを構築

• マザーファンドは、高い配当利回りと配当成長の両立を重視しつつ、収益力と成長力を兼ね備えた銘柄、及び相対的に割安と判断

される銘柄を中心にポートフォリオを構築しています。

• また、ポートフォリオのセクター別構成比率では「金融」、「実物資産」、「消費関連」といった、内需拡大の恩恵を受けやすいセクター

を中心に投資を行っています。
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当ファンド*1の2025年のパフォーマンスは米国株・豪州株を上回る堅調な推移

当ファンドと主要株価指数の2025年のパフォーマンスの推移（円換算） 

※2024年12月30日=100

（期間）2024年12月30日～2025年12月30日

※当ファンドは年２回決算型の基準価額を使用しています。基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後のものです。信託報酬率は後述の「ファンドの費用」をご覧ください。

※年2回決算型は設定来分配金をお支払いしておりません。※S&P500指数、S&P/ASX200指数はそれぞれ税引き後配当込み、円換算を使用しています。

※各指数は当ファンドのベンチマークではありませんが、市況推移の参考として掲載しています。

*1 年２回決算型

• 当ファンドの基準価額は、2025年4月のトランプ関税ショックにより一時的に大きく下落しましたが、その後は市場の安定化に伴い回

復基調を示し、2025年を通じて米国株および豪州株を上回る堅調なパフォーマンスとなりました。
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豪州企業の利益は内需セクターと資源セクターの双方がけん引
• 豪州株の2028年に向けた利益見通しを見ると、外部要因に影響されにくい内需セクターのみならず、資源セクターも堅調な推移

が見込まれています。

• また、株価のバリュエーションでは、一部で過熱感の見られる米国株と比べ、豪州株のバリュエーションは安定的に推移しており、豪

州株は利益成長と相対的な割安感の両立が期待されています。

（出所）ブルームバーグ （期間）2018～2028年

（注）予想は2025年12月末時点

豪州株の一株当たり利益（EPS）の推移 米国株と豪州株の株価収益率（PER）の推移

1. 経済：豪州の堅調な経済成長見通し

内需主導の安定した経済成長が期待される豪州
• 人口増加を原動力に、国内の旺盛な消費が今後の豪州の経済成長を後押しすることが期待されています。IMFによる最新の世界

経済見通しによれば、2026年以降、豪州の実質GDPは2％台での底堅い成長が続く見込みです。

• また、豪州のGDPの約7割は内需型のサービス業が占めており、内需市場の拡大が豪州企業の利益成長を底上げすることが期待さ

れます。

豪州の名目GDPの産業別構成比主要国・地域の実質GDP成長率の見通し

（出所）国際通貨基金（IMF） （期間）2023～2028年

（注）予想は2025年10月時点（2025年～2027年は2026年1月の改定値）
（出所）豪州政府統計局 （時点）2024年度（2024年7月～2025年6月）
（注）四捨五入のため、合計が100%にならない場合があります。

2. 株式：安定的な利益成長と相対的な割安感の両立

第2次産業

約24％

第1次産業

約2％第3次産業
（サービス業）

約73％

（出所）ブルームバーグ （期間）2017年1月3日～2025年12月31日

（注）豪州株はS&P/ASX200指数、米国株はS&P500指数
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Use FT Blue

2026年の豪州の金融政策は、金利据え置きから利上げへの転換を模索する展開に
• 2025年はトランプ政権の発足後、関税などの政策不透明感から主要通貨に対する米ドル安が進行しました。こうした中、米ドル安

の裏側で、豪ドルは緩やかな上昇基調が続いてきました。

• 足元でのインフレ圧力の高まりや個人消費が堅調に推移していることなどを背景に、豪州準備銀行はすでに利下げ局面の終了を

示唆しています。今後は米国との金利差が逆転する可能性が浮上しており、豪ドル相場の回復要因として注目されています。

3. 豪ドル：金利差と資源の多様性がもたらす投資機会

（出所）豪州政府統計局 （期間）2005年1-3月期～2025年7-9月期

豪州の主要資源の輸出額（2025年1-11月） 豪州の鉱物資源開発投資の推移

金を中心にした次世代資源の成長が資源国通貨としての豪ドルの魅力を下支え
• 近年の傾向としては、鉄鉱石や石炭、天然ガスなどの従来型資源の輸出が伸び悩む一方で、金や銅、レアメタルなど次世代型資

源の輸出の成長性に市場の注目が集まりつつあります。

• 足元の金価格の高騰を受けて、豪州では金鉱山の開発が活発化しており、「現代のゴールドラッシュ」とも言える様相が強まってい

ます。足元での金の開発投資額は、2010年代前半の資源開発ブーム時の鉄鉱石投資を上回る規模で拡大しており、今後、金の

開発投資が生産・輸出フェーズに移行することで、豪州の金輸出にはさらなる拡大余地がありそうです。

米ドル指数と豪ドル相場の推移 豪州と米国の政策金利

（出所）ブルームバーグ （期間）2024年1月1日～2025年12月31日
（注）米ドル指数は主要通貨に対する米ドルの総合的価値を指数化）

（出所）豪州産業科学資源省
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登録番号
毎月

分配型

年２回

決算型

日本

証券業

協会

一般社団法人

日本投資

顧問業

協会

一般社団法人

金融先物

取引業

協会

一般社団法人

第二種

金融商品

取引業協会

日本商品

先物取引

協会

アイザワ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3283号 ○ ○ 〇 〇 〇

株式会社あいち銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第12号 ○ ○* 〇

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第67号 ○ ○ 〇 〇 〇

株式会社足利銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第43号 ○ ○ 〇 〇

株式会社池田泉州銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第6号 ○ 〇 〇

いちよし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第24号 ○ ○ 〇 〇

株式会社伊予銀行 登録金融機関 四国財務局長（登金）第2号 ○ ○ 〇 〇

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第15号 ○ ○ 〇 〇 〇

ＳＭＢＣ日興証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2251号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

株式会社大垣共立銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第3号 ○ ○ 〇 〇

ＯＫＢ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第191号 ○ ○ 〇

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号 ○ 〇 〇 〇 〇

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長（金商）第392号 ○ 〇

株式会社京都銀行

（委託金融商品取引業者 京銀証券株式会社）
登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ 〇 〇

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長（登金）第10号 ○ 〇 〇

株式会社鹿児島銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第2号 ○ 〇

九州FG証券株式会社 金融商品取引業者 九州財務局長（金商）第18号 ○ 〇

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長（登金）第6号 ○ ○ 〇

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第56号 ○ ○ 〇

四国アライアンス証券株式会社 金融商品取引業者 四国財務局長（金商）第21号 ○ ○ 〇

株式会社静岡銀行 登録金融機関 東海財務局長（登金）第5号 ○ 〇 〇

静銀ティーエム証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第10号 ○ ○ 〇

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長（金商）第37号 ○ ○ 〇

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第3号 ○ ○ 〇

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第188号 ○ ○ 〇

株式会社証券ジャパン* 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第170号 ○ 〇 〇

株式会社常陽銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第45号 ○ ○ 〇 〇

株式会社スマートプラス 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第3031号 ○ ○ 〇 〇 〇

ソニー銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第578号 ○ 〇 〇 〇

第四北越証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第128号 ○ ○ 〇

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第108号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

株式会社千葉銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第39号 ○ ○ 〇 〇

中銀証券株式会社* 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第6号 ○ ○ 〇

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第140号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

株式会社東京スター銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第579号 ○ ○ 〇 〇

株式会社東北銀行 登録金融機関 東北財務局長（登金）第8号 ○ 〇

東洋証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第121号 ○ ○ 〇 〇

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長（金商）第75号 ○ ○ 〇

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第142号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

八十二証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第21号 ○ ○ 〇 〇

株式会社八十二長野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第49号 ○ ○ 〇 〇

百五証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長（金商）第134号 ○ ○ 〇

株式会社広島銀行 登録金融機関 中国財務局長（登金）第5号 ○ ○ 〇 〇

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長（登金）第7号 ○ ○ 〇 〇

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長（金商）第24号 ○ ○ 〇

株式会社北海道銀行（ネット専用） 登録金融機関 北海道財務局長（登金）第1号 ○ ○ 〇 〇

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第164号 ○ ○ 〇 〇

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第165号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

株式会社SBI新生銀行

（委託金融商品取引業者

　株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○ ○ ○

株式会社イオン銀行

 （委託金融商品取引業者

　マネックス証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第633号 ○ ○ 〇

三井住友信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第649号 ○ ○ 〇 〇 〇

三菱UFJ eスマート証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第61号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第2336号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇

株式会社三菱UFJ銀行

（委託金融商品取引業者

　三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社）

登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ 〇 〇 〇

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第5号 ○ ○ 〇 〇 〇

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長（登金）第33号 ○ ○ 〇 〇 〇

株式会社武蔵野銀行 登録金融機関 関東財務局長（登金）第38号 ○ ○ 〇

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号 ○ ○ 〇 〇 〇 〇 〇

ワイエム証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長（金商）第8号 ○ ○ 〇

* 新規の募集を停止しております。

販売会社名

お取扱いコース



設定・運用は

商号：フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第417号

加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会

当資料をご覧いただく上でのご留意事項

●当資料は、フランクリン・テンプルトン・ジャパン株式会社（以下「当社」）が作成した販売用資料であり、金融商品取引法に基づく開示

書類ではありません。 ●当資料は、当社が信頼性が高いと判断した各種データ等に基づいて作成したものですが、その完全性、正確

性を保証するものではありません。●当資料に記載されたグラフやデータ等は、過去の実績または予測であり、将来の運用成果・市場

変動等を示唆あるいは保証するものではありません。運用実績等は税引前のものです。●当資料の内容は作成時点のものであり、将来

予告なく変更されることがあります。●投資信託は値動きのある証券（外国証券には為替リスクもあります）に投資しますので、組入証券

の価格の下落や、組入証券の発行者の信用状況の悪化等の影響による基準価額の下落により、損失を被ることがあります。したがって、

投資元本は保証されているものではなく、投資元本を割り込むことがあります。●投資信託は預金等や保険契約と異なり、預金保険機

構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。証券会社以外で投資信託をご購入された場合は、投資者保護基金の支払い

の対象にはなりません。●投資信託は、金融商品取引法第37条の６の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。●投資信

託の取得の申込みにあたっては、販売会社より最新の投資信託説明書（交付目論見書）をお渡しいたしますので、必ず内容を十分ご

確認のうえご自身でご判断ください。投資信託説明書（交付目論見書）は、取扱販売会社にご請求ください。●当資料に指数・統計資

料等が記載される場合、それらの知的所有権、その他一切の権利は、その発行者に帰属します。●当資料は当社の許可なく複製・転

用することはできません。

投資信託の取得のお申込みにあたっては、投資信託説明書（交付目論見書）等の内容をよくお読みください。

当ファンドについてのご注意事項

投資元本を割り込むことがあります。

• 当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資を行いますので基準価額は変動します。また、実質的に外貨建資産に投資を行いま

すので、為替の変動による影響を受けます。

• 投資者の皆さまの投資元本は保証されているものではなく、基準価額の下落により、損失を被り、投資元本を割り込むことがあります。

• 当ファンドの信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者の皆さまに帰属します。投資信託は預貯金と異なります。

基準価額を変動させるいろいろなリスクがあります。

• 当ファンドの基準価額を変動させる要因としては、「株価変動リスク」、「不動産投資信託の価格変動リスク」や「為替変動リスク」など
がありますが、基準価額の変動要因はこれらに限定されるものではありません。ファンドのリスクについては、投資信託説明書（交付目
論見書）をご覧ください。

分配金が支払われないことがあります。

• 分配対象額が少額等の場合には、分配を行わないことがあります。

• その他重要な事項に関しては、投資信託説明書（交付目論見書）に詳しく記載されていますので、よくお読みください。
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